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 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

ＳＮＳや動画共有サービス等は、青少年の学習機会の拡大やコミュニケーシ

ョンの充実に資する一方で、長時間利用や有害コンテンツによる心身への悪影

響、闇バイト等の犯罪への関与など、その利用に伴うリスクは多様化・複雑化

しており、保護者による利用管理のみでは対処が困難となっている。 

 現行の青少年インターネット環境整備法は、有害情報の閲覧防止を中心とし

た制度であり、深刻化するリスクの下では、判断能力等が発達段階にある青少

年が、安全にＳＮＳ等を利用するための体制として十分であるとは言えない。 

一方、豪州ではＳＮＳアカウントの保有に係る年齢制限をプラットフォーム

事業者に義務付けるなど、規制の強化が進められており、我が国においても、

ＳＮＳ等の様々なリスクから青少年を保護するための議論を加速する必要があ

る。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、すべての青少年が健全なオン

ライン環境のもと、安心して学び、交流しながら健やかに成長できる社会を実

現するため、安全なＳＮＳ等の利用に向けた法整備を推進するよう強く要請す

る。 


